
平成 14年 3月期    中間決算短信 (非連結) 平成 13 年 11 月 13 日

上   場   会   社   名       日東化工株式会社 上場取引所　　 東京証券取引所

コード番号       5104 本社所在都道府県　

問合せ先  責任者役職名 取締役経営管理室長 神奈川県

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　石井紀彦 TEL (0467) 74 - 3111
中間決算取締役会開催日　　平成 13 年 11 月 13 日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 － 年 － 月 － 日

親会社名　　   三菱化学株式会社　     （コード番号：　4010） 親会社における当社の株式保有比率：　   34.79 ％

＊平成１３年４月１日をもって旧の連結決算対象子会社の「日東化工販売（株）」を統合いたしました。

　その他の子会社は金額的な重要性がないことから平成１４年３月期は連結決算を行わないこととしました。

１. 13年 9月中間期の業績（平成 13 年 4 月 1 日 ～ 平成 13 年 9 月 30 日）
(1)経営成績 　　（百万円未満は切り捨てて表示しております。）

　　　　売    上    高 　   　 営　業　利　益 　　 　経　常　利　益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 5,104 7.5 95 △ 25.5 99 △ 18.2
12年 9月中間期 4,746 19.6 127 250.7 121 298.1
13年 3月期 10,184 359 347

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

         ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

13年 9月中間期 10 △ 57.3 0.26
12年 9月中間期 23 9.5 0.61
13年 3月期 125 3.26
(注)①持分法投資損益    13年 9月中間期            － 百万円   12年 9月中間期            - 百万円   13年 3月期            － 百万円

     ②中間期末のデリバティブ取引の評価損益 － 百万円

     ③期中平均株式数    13年 9月中間期  38,400,000 株   12年 9月中間期  38,400,000 株   13年 3月期  38,400,000 株

     ④会計処理の方法の変更　　 無

     ⑤売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

１株当たり

中間配当金

１株当たり

年間配当金 （注）13年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当               円     銭

13年 9月中間期 － －    特別配当               円     銭

12年 9月中間期 － －

13年 3月期 － 3.00

(3)財政状態 　　（百万円未満は切り捨てて表示しております。）

       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 9,217 2,814 30.5 73.29

12年 9月中間期 9,431 2,813 29.8 73.25
13年 3月期 10,163 2,915 28.6 75.91
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期  38,400,000 株   12年 9月中間期  38,400,000 株   13年 3月期  38,400,000 株

(4)キャッシュ･フローの状況 　　（百万円未満は切り捨てて表示しております。）
　　　営業活動による 　　 　投資活動による 　　　 財務活動による 　    現金及び現金同等物

　　 キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　   期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円

13年 9月中間期 △ 50 34 34 140

12年 9月中間期 － － － －
13年 3月期 － － － －

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13 年 4 月 1日  ～  平成 14 年 3 月 31日 ）
　 　　　　売    上    高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益 　 １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 10,600 360 125 3.00 3.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             3 円 25 銭



経営方針及び経営成績（非連結） 
１． 企業集団の状況 
 当社グループ（当社及び当社関係会社）は、当社（日東化工株式会社）、当社の親会社１社及びその子会社

１社、子会社１社及び関連会社１社により構成されており、ゴム製品、樹脂製品の製造・販売を主たる業務

としております。 
 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係わる位置付け並びに事業の種類別セグメント

との関連は、次の通りであります。 
 ゴム製品事業： 主な製品はコンパウンド、シート、マット、成形品等であります。成形品製品の一部に 

ついては、（株）愛東に生産を委託しております。 
         尚、マット製品の一部については、湘南エヌティケー（株）に販売し、同社が施工・販 

売しております。 
 樹脂製品事業： 主な製品は、塩ビコンパウンド、再生ナイロン（複合ナイロン樹脂） 
及び高機能樹脂コンパウンド等であります。尚、塩ビコンパウンドについてはア 
プコ（株）に当社が販売しております。塩ビコンパウンド等の原料については、アプコ 
（株）及び三菱化学（株）より当社が購入しております。 

 
 以上の企業集団の状況について図で示すと次の通りであります。 

      得  意  先     

        

        

       

    

  

 

  

      製品       

            

       

  

       

    製品  当  社  製品   

      アプコ（株） 

 湘南ｴﾇﾃィｹ―（株） ゴム 樹脂  （兄弟会社） 

  （子会社）  事務委託   原料   

         

   製品・  原料  製品 原料   

   事務委託      

  （株）愛東  三菱化学（株）   

   （関連会社）   （親会社）    

 
２． 経営方針 
（１） 会社の経営の基本方針  
 当社は長年ゴムと樹脂の分野で顧客に満足頂ける素材製品の提供を目指して努力して参りました。激動の

世の中を迎えている今日、改めて製造・開発・営業とが一体となって当社独自の技術やノウハウを生かした

高付加価値製品の拡充のスピードを一段と高めて、顧客満足度の向上に向けて努力していくことの重要性を

痛感しております。そのため平成１３年４月１日を期して日東化工販売（株）を統合いたしました。また、

引き続き生産性向上、人件費、物流費その他各種コスト削減等を合わせまして、先に掲げました中長期経営

戦略計画の２００２年度ＲＯＡ６％の達成に向けて努力すると共に、本年末を目途に激動の時代に生き残れ

るよう、事業構造の大幅な改革を意図しての新３ｶ年計画を策定中であります。尚、平成１３年６月に取得い

たしましたＩＳＯ１４００１を十分に活用すると共に引き続きゴム、樹脂両方の分野でリサイクル事業を一

つの柱とするべく努力し、「環境にやさしい」会社を目指したいと考えております。 
 
 
 

－２－ 



（２）利益配分に関する基本方針 
 配当に関しましては、引き続き業績に応じて行うことを基本としながら、今後の事業展開に備えるための

内部留保の充実、配当額の中長期的な安定等を総合的に考慮して決定することとしております。 
  また、内部留保金については企業価値の最大化に向けて、財務体質の強化を図りながら製造設備の充実、

改良や研究開発投資へと充当させて頂きたいと考えております。 
 
（３） 会社の対処すべき課題  
 引き続き収益基盤の強化が最大の課題と考えております。以下が当面の重点を置くべき課題と認識してお

ります。従来からの枠組みに捕らわれず大胆に取り組んでいくことこそが重要と考えております。 
① 開発機能を強化し、ゴム・樹脂共に高付加価値新商品の開発。 
② リサイクル等の新規の販売チャンネル開拓。 
③ 品質の向上を進めるとともに、徹底したコスト削減。 
 
（４）その他 
三菱化学株式会社との関係 
 持株比率 ３４．８％（間接保有を合わせると４２．４％）（平成１３年９月３０日） 
 上記会社は当社取締役の過半を派遣していることから、当社は上記会社の連結子会社となっております。 

 
 
 

３． 経営成績 
 
（１）当期の概況  
 当中間期のわが国の経済は、前半よりＩＴ関連産業を中心に景気後退が進んでおりましたが、９月のアメ

リカのテロ以降一段と景気の悪化が顕著になってまいりました。ゴム・樹脂業界におきましても、競争激化

による価格下落と合わせ極めて厳しい経営環境にあり、かつそれが今後も続く見込みであります。 
 このような状況下、当社の配合技術を活かしたゴムコンパウンド、高機能製品を主体とした樹脂コンパウ

ンド製品の売上増により前期比増収となりましたが、相対的に付加価値の高い製品の売上高が伸び悩んだこ

と、製品価格の下落が大きかったこと等により、残念ながら減益を余儀なくされました。 
 当中間期の売上高は５,１０４百万円（前期比 ７．５％増）と、ゴム事業部門を中心に、前年比微増収と

なりました。 
 また損益面では、経常利益では９９百万円（前期比 １８．２％減）となりました。特別損失として退職

給付債務の会計基準変更時差異の処理（５年償却）等があり、当中間期純利益は１０百万円（前年比 ５７．

３％減）となりました。 
 
 尚、本年４月１日付にて連結対象である日東化工販売（株）を統合致しました。その他の子会社は金額的

重要性がないことから、平成１４年３月期は連結決算を行いません。 
 
 中間配当につきましては、前年同様に見送らせて頂くこととしました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－３－ 



（部門別の状況）          
ゴム事業部門        
 ゴムコンパウンド製品は新規物件及びスポット受注物件が寄与した結果、売上高は伸長致しました。 
 シート・マット製品の内シート製品は、汎用品を中心として大きく需要が減退し極めて厳しい環境にあり

ます。 更にＯＡ・精密組立等の特殊用途製品についても需要環境は厳しく、前期比減収となりました。 
 マット製品は、引き続きゴルフ場関連製品の需要低迷により厳しい環境にありますが、新商品のクッショ

ンマットが堅調に推移し、売上高は増加いたしました。 
 成形品は土木、建築関連製品等の寄与がありましたが、価格面等での市場環境は厳しい状況が続いており、

前年同期比微増に止まりました。 
 以上により、ゴム事業部門全体の売上高は２,８２１百万円と前年同期に比べて１３．９％の増収（前年同

期比３４４百万円の増）となりました。当社売上高に占める割合は５５％となっております。           

 
樹脂事業部門        
 塩ビコンパウンド製品は需要低迷の影響を受け、大幅な減収となりました。 
 ナイロン樹脂製品はリサイクル品の特性を活かし、家電用製品や建材用製品の新規物件の立ち上がりが寄

与し、増収となりました。 
 前期より立ち上げました電子、自動車向等の高機能樹脂コンパウンドは増収となりましたが、ＩＴ関連産

業向け等の需要減退により、前期と比べますと増加幅は減少いたしました。 
 以上により、樹脂事業部門全体の売上高は２，２８３百万円と、前年同期に比べて０．５％の増収（前年

同期比１３百万円の増）となりました。当社売上高全体に占める割合は４４％となっております。 
 
 
 

 
（２）通期の見通し 
 当下半期につきましては、現在の厳しい景気状況が続き、事業環境は一層厳しさが増すものと予想されま

す。このような環境の中でも事業基盤を維持し生き残れるよう、徹底したコスト削減の継続、品質の向上、

新規商品の開発及び新規チャンネルの開拓のスピードを高めて、中長期経営計画の達成につなげるための利

益の確保に努める所存であります。尚、繰り返しとなりますが、４月１日付にて連結対象である日東化工販

売（株）を統合致しました関係で、以下の予想も単独での数値であります。また、本年も下期に売上が増加

する見込みであることから、生産平準化の体制を取っております。その関係から営業活動のキャッシュ・フ

ロー上支出が増えておりますが、通期で回収できる見込みです。 
  
 売上高   １０，６００百万円（前期比  ４．１％増） 
 経常利益     ３６０百万円（前期比  ３．７％減） 
 当期純利益    １２５百万円（前期比  増減なし） 
 
 通期では引き続き３円配当を予定しております。 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－４－ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－５－ 
 
 
 
 
 

（単位：百万円）

１３年９月期 １３年３月期 １２年９月期 １３年９月期 １３年３月期 １２年９月期

（平成１３年９月３０日）（平成１３年３月３１日）（平成１２年９月３０日） （平成１３年９月３０日）（平成１３年３月３１日）（平成１２年９月３０日）

　流　動　資　産 ５，１４３　 ６，１８５　 ５，３７０　　流　動　負　債 ５，８８１　 ６，７５２　 ６，１５８　

現 金 及 び 預 金 １６０　 １２９　 ９８　 支 払 手 形 ７０３　 ９２８　 ７２１　

受 取 手 形 １，１９２　 １，５９０　 １，３８９　 買 掛 金 ２，４４８　 ２，６８０　 ２，３５６　

売 掛 金 ２，４９６　 ２，５１０　 ２，４２２　 短 期 借 入 金 ２，２３０　 ２，０８０　 ２，０８０　

製 品 ５２３　 ４１４　 ４１８　 未 払 金 ５６　 ６１８　 ８８　

原 材 料 ２３５　 ２４９　 ２２１　 未 払 法 人 税 等 ４７　 １０７　 ７７　

仕 掛 品 ２０４　 １２８　 １０３　 未 払 消 費 税 等 １８　 ０　 ０　

貯 蔵 品 ２１　 ２１　 ２０　 未 払 費 用 １１６　 １９６　 ２０１　

前 払 費 用 ３０　 １２　 ２７　 預 り 保 証 金 ５７　 ５６　 ５５　

短 期 貸 付 金 －　 ９００　 ４５０　 仮 受 金 ５８　 ６４　 ５５８　

未 収 入 金 ２２０　 １９７　 １９６　 賞 与 引 当 金 １２８　 －　 －　

自 己 株 式 ０　 ０　 ０　 そ の 他 の 流 動 負 債 １７　 １８　 １８　

繰 延 税 金 資 産 ３９　 ３６　 ２９　

その他の流動資産 　２７　 　１３　 　７　

貸 倒 引 当 金  △　　　　７　  △　　　　１９　  △　　　　１５　

　固　定　資　産 ４，０７４　 ３，９７７　 ４，０６１　　固　定　負　債 ５２１　 ４９５　 ４５９　

（ 有 形 固 定 資 産 ） （ 　 ３，６８１ )  （ 　 ３，６０９ )  （ 　 ３，７０２ ) 退 職 給 付 引 当 金 ４７０　 ４４８　 ４１９　

建 物 ９６４　 ９６８　 ９４５　 役 員 退 職 慰 労引 当 金 ５１　 ４７　 ４０　

構 築 物 １０３　 ９９　 １０９　

機 械 及 び 装 置 ９６３　 ９３３　 ９５５　 （ 負　債　合　計 ） （　 ６，４０３ ) （ 　７，２４７ ) （　 ６，６１８ ) 

車 両 及 び 運 搬 具 １４　 １２　 ５　

工具・器具及び備品 ７６　 ７５　 ５６　 【 資 本 の 部 】

土 地 １，５０４　 １，５０４　 １，５３５　　資　 　本　 　金 １，９２０　 １，９２０　 １，９２０　

建 設 仮 勘 定 ５３　 １６　 ９４　　利 益 準 備 金 ９４　 ８２　 ８２　

（ 無 形 固 定 資 産 ） （   　 　　４４ )  （　 　 　　２４ )  （ 　 　  　３３ ) 　剰　 　余　　 金 ７９６　 ９１２　 ８１０　

諸 権 利 金 １　 １　 １　 別 途 積 立 金 ４００　 ４００　 ４００　

ソ フ ト ウ ェ ア ４３　 ２３　 ３２　 中間 (当期)未処分利益 ３９６　 ５１２　 ４１０　

（ 投       資       等） （ 　   　 ３４８ ) 　（ 　   　３４３ )  （　   　 ３２５ ) （うち中間(当期)純利益） （　   　　１０ ) （   　　１２５ ) （　   　　２３ ) 

投 資 有 価 証 券 ９４　 １１７　 1１６　  その他有価証券

長 期 貸 付 金 ７　 ９　 １１　 　　　　評価差額金

長 期 前 払 費 用 １　 ０　 １　

繰 延 税 金 資 産 ２０５　 １７６　 １６６　  （ 資　本　合　計 ） （ 　 ２，８１４ ) （ 　 ２，９１５ ) （ 　 ２，８１３ ) 

そ の 他 の 投 資 ３９　 ３９　 ２９　

貸 倒 引 当 金  △　　　　　０　  △　　　　　０　  △　　　　　０　

９，２１７　 １０，１６３　 ９，４３１　 ９，２１７　 １０，１６３　 ９，４３１　負債及び資本合計

　科　　　目

比較中間貸借対照表

　　　　　　　　 期　　　別

資　　産　　合　　計

３　 △ 　　　０　 △ 　　　０　

　　　　　　　　 期　　　別

　科　　　目



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－６－ 
 

　　（単位：百万円）

当 中 間 期 前年中間期 前　　　　　期

（13.4.1～13.9.30） （12.4.1～12.9.30） （12.4.1～13.3.31）

　営 業 損 益 の 部

売 上 高 ５，１０４　 ４，７４６　 ３５７　 １０，１８４　

売 上 原 価 ４，４７４　 ４，２５２　 △　　２２１　 ９，０８９　

販売費及び一般管理費 ５３４　 ３６６　 △　　１６８　 ７３４　

営 業 利 益 　　９５　 　　１２７　 △　　　３２　 ３５９　

　営 業 外 損 益 の 部

 　  営　　業　　外　　収　　益 １７　 ５　 １２　 １１　

受 取 利 息 及 び 配 当 金 １　 ２　 △　　　　０　 ３　

そ の 他 の 収 益 １６　 ３　 １３　 ７　

     営　　業　　外　　費　　用 １２　 １０　 △　　　　１　 ２３　

支 払 利 息 及 び 割 引 料 １１　 １０　 △　　　　０　 ２２　

そ の 他 の 費 用 ０　 ０　 △　　　　０　 ０　

　経　　　 常 　　　利 　　　益 　　９９　 　　１２１　 △　　　２２　 ３４７　

　特       別        損        失 　　６６　 　　７３　 　　７　 １３０　

会計基準変更時差異償却 　　６６　 ５５　 △　　　１０　 １１２　

ゴルフ会員権評価減 －　 １７　 １７　 １７　

投資有価証券評価損 －　 ０　 ０　 ０　

　法人税 、 住民税及び事業税 　　５２　 　　７８　 　　２５　 　　１６２　

  法 人 税 等 調 整 額 △　　２９　 △　　５３　 △　　　２４　 △　　７１　

　中 間（当期）純 利 益 　　１０　 　　２３　 △　　　１３　 １２５　

　前 　期 　繰 　越 　利　 益 ３８６　 ３８７　 △　　　　０　 ３８７　

３９６　 ４１０　 ５１２　

　　３３　 　　４８　 ２１６　

比較中間損益計算書

　　　　　　　　　　 期　　　別

　科　　　目

（ 経 常 損 益 の 部 ）

（ 特 別 損 益 の 部 ）

　税引前中間（当期）純利益

　中間（当期）未処分利益

増　　減

△　　　１４　

△　　　１４　



 
－７－ 

 
 
 
 
 
 
 
 

キャッシュフロー計算書
（単位：百万円）
　当中間期

　科　　　目
金　　額

Ⅰ．営業活動によるｷｬｯｼｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ
税金等調整前当期純利益 33
減価償却費 127
退職給付引当金増加額 22
役員退職慰労引当金増加額 3
貸倒引当金の増加額 ▲ 12
賞与引当金の増加額 128
繰延税金資産の増加 ▲ 2
受取利息及び受取配当金 ▲ 1
支払利息 11
売上債権の増減 435
棚卸資産増減 ▲ 17 0
その他流動資産増減 ▲ 31
仕入債務の増減 ▲ 36 8
未払費用の増減額 ▲ 89
その他流動負債増減額 0
　小計 86

利息及び配当金の受取額 1
利息の支払額 ▲ 9
法人税等の支払額 ▲ 12 8

再計 ▲ 50

Ⅱ.投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ
固定資産取得支出 ▲ 86 6
短期貸付金増減 900
長期貸付金増減 1

計 34
Ⅲ.財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ

配当金の支払 ▲ 11 5
借入金の増減 150

計 34

Ⅳ.現金及び現金同等物に係る換算差額 -

Ⅴ.現金及び現金同等物の増加額または減少額 18

Ⅵ.現金及び現金同等物の期首残高 109

Ⅶ.合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 12

Ⅷ.現金及び現金同等物の期末残高 140



（３）中間財務諸表作成のための基本となる事項 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

    子会社株式              移動平均法による原価法 

    その他の有価証券 

      時価のあるもの       中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法に 

                         より処理し、売却原価は主として移動平均法により算定） 

         時価のないもの       移動平均法による原価法  

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

製   品             総平均法による原価法 

原 材 料             総平均法による原価法 

仕 掛 品             総平均法による原価法 

貯 蔵 品             最終仕入原価法 

３．有形固定資産の減価償却の方法       定額法 

４．引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金          債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績比率 

                   により、貸倒懸念債権等、特定の債権については個別に回収可能性を勘案 

し、回収不能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金          従業員の賞与支給に備えるため、支給見込み額のうち当中間会計年度に負 

担する金額を計上しております。 

退 職 給 付 引 当 金         従業員の退職により支給する退職給付に備えるため、当中間会計年度末に 

おける退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づき、当中間会計年度末

において発生していると認められる額を計上しております。 

                    尚、会計基準変更時差異（６６２百万円）については５年による按分額を 

                   費用処理しております。 

役員退職慰労引当金                   役員の退職により支給する退職慰労引当金に備えるため、内規に基づく中

間会計年度末での要支給額を計上しております。 

５． リース取引の処理方法           リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン 

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処 

理によっております。 

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ｹ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

    消費税等の会計処理方法        消費税等の会計処理方法は税抜き方法によっております。 

 
＜追加情報＞ 

従来、従業員に対して支給する賞与支給見込み額については、未払費用に含めて表示しておりましたが、リサーチ・センター審

理情報（ＮＯ．１５）「未払従業員賞与の財務諸表における表示科目について」（平成１３年２月１４日付日本公認会計士協会）

が公表されたことにより、当中間会計期間より賞与引当金として表示することに変更いたしました。なお、前中間会計期間の未

払費用に含まれている金額は１０３百万円であります。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
－８－ 



＜注記事項＞ 

 （貸借対照表関係） 

                      当中間期       前期    前中間期   （単位：百万円） 

１． 有形固定資産の減価償却累計額      ４，８７０    ４，７５８   ５，０２０ 

２． 受取手形割引・裏書譲渡高          １２８        ６      １５ 

３． 中間会計期間末日満期手形 

 中間会計期間末日満期手形の会計処理については、当中間会計期間の末日が金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われ

たものとして処理しております。当中間会計期間末日満期手形の金額は次の通りであります。 

  受取手形                 ７３百万円 

  支払手形                 ９４百万円 

 （損益計算書関係） 

営業外収益の「その他の収益」主な内訳は以下の通りであります。 

                      当中間期      前中間期    前期   （単位：百万円） 

貸倒引当金戻入益             １２       －       － 

   
 （キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                 （平成１３年９月３０日現在） 

現金及び預金勘定           １６０百万円 

預入期間が３か月を超える定期預金   △２０百万円  

    現金及び現金等価物          １４０百万円 

２． 主要な非資金取引の内容 

（合併により引き継いだ資産及び負債） 

  当中間会計年度に合併した日東化工販売（株）より引き継いだ資産及び負債の主な内訳は次の通りであります。 

    流動資産                ６５百万円 

    固定資産                 ２百万円 

    資産合計                ６８百万円 

     
流動負債                ３１百万円 

固定負債                 －百万円 

負債合計                ３１百万円 

（リース取引関係） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引（未経過リース料の中間期末（期末）

残高が資産の中間期末（期末）残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によっております。） 

１． リース物件の取得価額相当額、減価償却累計相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

                当中間期       前期         前中間期   

                工具器具備品    工具器具備品     工具器具備品 

  取得価額相当額       ２０百万円     ２０百万円      ２０百万円 

  減価償却累計相当額     ２０百万円     １９百万円      １６百万円 

  中間期末（期末）残高相当額  ０百万円      １百万円       ３百万円 

２． 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

               当中間期       前期       前中間期 

１年以内           －百万円      １百万円     ３百万円 

  １年超            －百万円      －百万円     －百万円 

  合計             －百万円      １百万円     ３百万円 

３． 支払いリース料、減価償却費相当額 

               当中間期      前中間期      前期 

支払リース料         １百万円     ２百万円      ４百万円 

  減価償却費相当額       １百万円     ２百万円      ４百万円 

４． 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によっております。 

 

─９─ 



（４）事業別情報 

１．事業の種類別情報 

 
当中間期（平成１３年４月１日～平成１３年９月３０日）                    （単位：百万円） 

 
 

ゴム事業 樹脂事業 計 消去又は全社 合  計 

Ⅰ．売上高及び営業損益 
(1)外部顧客に対する売上高 

 

２,８２１ 

 

２,２８３ 

 

５,１０４ 

 

－ 

 

５,１０４ 

(2)セグメント間の内部売上高及び振替

高 
 

－ 
 

－ 
 

－ 
 

－ 
 

－ 

計 ２,８２１ ２,２８３ ５,１０４ － ５,１０４ 

営  業  費  用 ２,６８４ ２,３２５ ５,００９ － ５,００９ 

営 業 利 益（または営業損失） １３７ △４２ ９５ －  ９５ 

 

  

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

      ２．各事業の主要な製品 

ゴム事業 …… コンパウンド、シート、マット、成形品等 

樹脂事業 …… 塩ビコンパウンド、高機能樹脂コンパウンド、再生ナイロン（複合ナイロン樹脂）等 

       
２．所在地別情報 

該当事項はありません。 

 
３．海外売上高 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

─１０─ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

 
 
 
 
 

－１１－ 
 

（単位：百万円）

当 中 間 期 前 中 間 期

（13.4.1～13.9.30） （12.4.1～12.9.30）

ゴ １，０２２　 ７４１　 ２８１　

ム ７７１　 ７２６　 ４４　

製 １，０２７　 １，００９　 １８　

品

樹
１，５３１　 １，７１１　 △　　１８０　

脂 ３００　 １９２　 １０８　

製 ４５０　 ３６５　 ８５　

品

         （ ５ ） － ２ 　 生 産 及 び 受 注 の 状 況

生　産　実　績 単位：百万円

当 中 間 期
（13.4.1～13.9.30）

ゴ　ム　製　品 1,490

樹　脂　製　品 1,885

計 3,376

受　注　状　況

　　　　　　　　　　　　　当 中 間 期
　　　　　　　　　　　　（13.4.1～13.9.30）

受　注　高 受　注　残　高

ゴ　ム　製　品 1,927 408

樹　脂　製　品 1,508 262

計 3,435 671

（ ５ ）  　販　売　の　状　況

品　　　　名

２，４７７　

２，２６９　

増　　減　　（△）

４，７４６　

コ ン パ ウ ン ド

シ ー ト ・ マ ッ ト

成 形 品 ・ 他

計

計

５，１０４　

塩 ビ コ ン パ ウ ン ド

再 生 ナ イ ロ ン 他

高機能樹脂コンパウンド

　　　　　３４４　

１３　

種　　別

種　　別

３５７　

２，２８３　

２，８２１　

合　　　　計



 
 
 
 
 
 

―１２－ 
 
 
 

　１．　満期保有目的の債券で時価のあるもの
（単位：百万円）

中間貸借対照表

計　　　 　上　　 　　額

（１）　国債・地方債等 －　 －　 －　

（２）　社　債 －　 －　 －　

（３）　その他 －　 －　 －　

合　　　計 －　 －　 －　

　２．　その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

中間貸借対照表

計　　　 　上　　 　　額

（１）　株　式 ４　８　 ５　５　 ７　

（２）　債　券 －　 －　 －　

　　　　　　国債・地方債等 －　 －　 －　

　　　　　　社　債 －　 －　 －　

　　　　　　その他 －　 －　 －　

（３）　その他 －　 －　 －　

合　　　計 ４　８　 ５　５　 ７　

　３．　時価評価されていない主な「有価証券」　（上記１．を除く）

（単位：百万円）

（１）満期保有目的の債券 －　 －　

（２）その他の有価証券 －　 －　

当中間期末（平成１３年９月３０日現在）

中間貸借対照表計上額

当中間期末（平成１３年９月３０日現在）

差　　　　　額取　得　原　価

差　　　　　額時　　　　　価

（ ６ ）  　有　価　証　券　関　係

当中間期末（平成１３年９月３０日現在）



＜御参考＞ 
 
従来連結対象であった日東化工販売（株）を統合し、当中間期より連結決算を行っていないことから、

当期の単独決算の数値は、前期までの連結決算の数値に相当します。以下に簡単ではありますが、前

中間期（前期）の数値との対比表を掲載いたします。 
 

１． 当中間期の概況 

 
－１３－ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単 位 ：百 万 円 、切 捨 表 示 ）

当 中 間 期 ＊ 前 中 間 期 差 　  異 伸び率 ％

 売　　上　　高 5,104 4,872 231 4.7
 営  業  利  益 95 153 △ 58 △ 37.9
 経  常  利  益 99 146 △ 47 △ 32.2
 特  別  損  失 66 84 18 -
 当  期  利  益 10 30 △ 20 △ 66.7
＊前中間期は連結ベースにて表示しております。

（売上高比較）
（単 位 ：百 万 円 、切 捨 表 示 ）

当 中 間 期 前 中 間 期 差    異 伸び率 ％

ゴ  コンパウンド 1,022 756 266 35.2
ム  シート ・ マット 771 785 △ 13 △ 1.7
製  成　形　品　他 1,027 1,036 △ 8 △ 0.8
品 計 　　 2,821 2,577 243 9.4

 塩ビコンパウンド 1,531 1,711 △ 180 △ 10.5
 高機能樹脂ｺﾝﾊﾟｳﾝﾄﾞ 300 199 101 50.9
 再生ナイロン他 450 383 67 17.6

計 　　 2,283 2,294 △ 11 △ 0.5

5,104 4,872 232 4.7

製 　　品 　　別

合 　　　　計

 
樹
脂
製
品



２．当期の見通し 

 
－１４－ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単 位 ：百万円、切捨表示）

１３ 年 度 １２ 年 度 差 　  異 伸び率 ％

 売　　上　　高 10,600 10,458 142 1.4
 営  業  利  益 380 422 △ 42 △ 10.0
 経  常  利  益 360 409 △ 49 △ 12.0

 特  別  損  失 132 150 18 -  

 当  期  利  益 125 147 △ 22 △ 15.0
＊前期は連結ベースにて表示しております。

（２） 売　上　高
（単 位 ：百万円、切捨表示）

１３ 年 度 １２ 年 度 差    異 伸び率 ％

 コンパウンド 2,050 1,782 268 15.0

 シ　ー　ト・マ　ッ　ト 1,610 1,623 △ 13 △ 0.8

 成　形　品　他 2,330 2,239 91 4.1
計　　 5,990 5,645 345 6.1

 塩ビコンパウンド 3,100 3,487 △ 387 △ 11.1

 高機能樹脂ｺﾝﾊﾟｳﾝﾄﾞ 580 508 72 14.2
 再生ナイロン他 930 815 115 14.1

計　　 4,610 4,812 △ 202 △ 4.2

10,600 10,458 142 1.4

総資産（１３年は推定） 9,100 10,201

ＲＯＡ 4.0% 4.0%
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